
子育てしながら働くことが普通にできる社会の実現に向けて
（今後の仕事と家庭の両立支援に関する研究会報告書）

○就労している女性の約７割が第１子出産を機に退
職
※女性の育児休業取得率は7割超
※「仕事を続けたかったが仕事と子育ての両立の難しさで辞め
た」女性労働者が多い。

○育児休業後に両立を続けられる見通しが立たない

○男性の育児へのかかわりが十分とはいえない
※休業取得率は0.50％に過ぎない。一方、育児休業を取得し

たいと考えている男性労働者は約３割

○男性の家事・育児分担の度合いが低いため、妻の
子育て不安が大きく、少子化の一因となっている
※男性の家事・育児分担の度合いが高いと、妻の出産意欲が高い

○育児休業からの復帰後も継続就業しなが
ら子育ての時間確保ができる働き方の実
現
＝ 保育所への送り迎えが余裕を持ってできる

※ 育児のための短時間勤務の導入企業は約３割

○全ての企業の労働者が育児期に短時間勤務
が選べるようにする必要

○父親も子育てにかかわることができる働
き方の実現

○父親の育児休業取得などの育児参加を促
進する必要

仕事と家庭の両立の現状

子育てや介護をしながら働くことが普通にで
きる社会への転換

父母と子が接する時間も多く取れるようになる。

現行の育児・介護休業法では十分に対応できてい
ない。（長期の休業（１歳までの育児休業や９３日間の
介護休業）が制度のコア）

○家族の介護等のために５年間で約４５万人が離転
職

○要介護者を日常的に介護する期間に、年休・欠勤
等で対応している労働者も多い

○労働者の子育て・介護の状況に応じた両
立支援制度の整備

○労働者の子育て・介護の状況はさまざまであり、
状況に応じた利用しやすい制度とする必要

今後の両立支援の基本的な考え方

○父母と子どもとの時間が十分にとれない



①育児休業後も継続就業しながら子育ての時間確保①育児休業後も継続就業しながら子育ての時間確保
ができる働き方の実現ができる働き方の実現

（（短時間勤務及び所定外労働免除）短時間勤務及び所定外労働免除）
○父親と母親が保育所への送り迎えを余裕を持ってでき、子育
ての時間確保ができるなど、育児休業を取得した後の働き方を
見通すことができるよう、柔軟な働き方を選べる雇用環境を整
備していくことが重要。

○子を養育する労働者からの希望が高く、子育ての時間確保を
容易にすることができる短時間勤務と所定外労働の免除につ
いて、３歳に達するまでの子を養育する労働者に関しては、原
則としてどの企業においても、労働者が選択できる制度とする
ことが必要。

（在宅勤務）（在宅勤務）
○在宅勤務制度（テレワーク）を子育てや介護と仕事の両立に資
する制度として、勤務時間短縮等の措置の一つとして位置づけ
るべき。

（子の看護休暇）（子の看護休暇）
○年５日の看護休暇を子どもの人数に応じた制度とするべき。

③労働者の子育て・介護の状況に応じた両立支援制度の整備③労働者の子育て・介護の状況に応じた両立支援制度の整備

（再度の育休取得要件等の見直し）（再度の育休取得要件等の見直し）
○子どもが病気や怪我のため一定期間の療養を要する場合等に、
再度の育児休業の取得を認めるべき。

（介護のための短期の休暇制度）（介護のための短期の休暇制度）
○現行の介護休業（「長期の休業」）に加え、一日単位・時間単位
などで取得できる「短期の休暇」制度を設けるべき。

（期間雇用者の休業の普及促進）（期間雇用者の休業の普及促進）
○育児休業可能な期間雇用者が、より一層休業を取得しやすく
するために、休業取得要件をわかりやすく示し、周知を徹底。

④両立支援制度の実効性の確保④両立支援制度の実効性の確保

（不利益取扱い）（不利益取扱い）
○短時間勤務等の申出等を理由とする不利益取扱いにつ
いて、基準を明確化することを検討するべき。

（（苦情・紛争の解決の仕組みの創設苦情・紛争の解決の仕組みの創設））
○育児休業の申出等に係る不利益取扱い等について「調
停制度」等による紛争解決援助の仕組みを検討するべき。

（広報、周知・指導等）（広報、周知・指導等）
○制度の周知徹底を図るとともに、父親の子育て参加、育
児休業取得に関し、社会的なムーブメントを起こしていく
ような広報活動等について検討するべき。

②②父親も子育てにかかわることができる父親も子育てにかかわることができる
働き方の実現働き方の実現

（労使協定による育児休業取得除外規定の見直し）（労使協定による育児休業取得除外規定の見直し）

○専業主婦の方が子育てへの不安感を抱えていることが
多いこと等も踏まえ、配偶者が専業主婦（夫）等であっても、
夫（妻）が育児休業を取得できる中立的な制度にするべき。

（出産後８週間の父親の育休取得促進）（出産後８週間の父親の育休取得促進）

○出産後８週間の時期の父親の育児休業を「パパ休暇」と
して取得を促進し、この間に取得した場合には再度の育
児休業の取得を認めるべき。

（父母ともに育児休業を取得した場合の育休期間の延長）（父母ともに育児休業を取得した場合の育休期間の延長）

○父母がともに育児休業を取得する場合に、休業期間を現
行よりも延長できるようなメリット（「パパ・ママ育休プラス
（育休プラス）」）を設けるべき。
（期間は、ドイツ、スウェーデンの例等を踏まえ、２か月程度）

各論
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